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5.おわ りに
1. は じ め :こ
戦後日本の製造業の発展に果たした鉄鋼業の役割には格別の大きさがあ
る。そうした貢献の要をなしたのが日本の鉄鋼技術であった。造船業や自動
車産業,電機産業から建設業などに至るまで,幅広い需要産業に良質で低コ
ストの鋼材を安定的に供給し,需要産業の質量にわたる発展を促 してきたの
である。
国際的にみても, 日本鉄鋼業の技術的力量は「世界のメジャー」とも呼ば
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れる1)ように抜きんでており,高炉一転炉体系に基づ く大量生産技術を究極
レベルにまで高めたとされている。技術開発に投入される研究者や資金は欧
米を凌駕しており,文字通 り世界をリー ドしている。
このような日本の鉄鋼技術水準は,投入される研究資源の巨大さによると
ころもさることながら,むしろそれらを効率的に生かす日本鉄鋼業に特徴的
な技術開発システムによるところが大きいと考えられるc日本鉄鋼業は, 日
本の製造業のなかでも,国家や業界内,需要産業,大学などとのシステム的
な結合力の際立って高い産業であり,そのネットワークは「日本型鉄鋼シス
テム」として捉えることができる。技術開発システムはその一環をなすもの
である。
しかし,このような日本型鉄鋼システムを支えてきた内外環境が大きく変
容し,システム的な統合力が低下するなかで,その中核を占める技術開発シ
ステムも大きな岐路に直面 している。円高の進行によるコス ト競争力の大幅
な低下,需要産業の海外移転や価格破壊の進行などに伴うシステム的な機能
低下, さらに輸入鋼材の増大,電炉メーカーの台頭など技術のダウンサイジ
ング化の進行等によって, 日本型鉄鋼システムはシステム的な危機に直面す
るに至っている。
世界のフォアランナーとなった日本鉄鋼業は, 自らの手でこの危機を乗り
越えることによってしか,今日の地位を維持することが困難になっているの
である。そのためには,高炉を中核 とする大量生産技術を超える新技術体系
や新製品コンセプ トを創出することが不可欠となっており,そうしたフロン
ティア型へのシステム変革が焦眉の課題となっている。まさに,技術開発シ
ステムの変革はその要をなすものといえよう。
本稿においては, 日本の鉄鋼技術の水準と技術開発基盤の特質を今日的な
視点から把握することを通 して,内外環境の変容の下でのシステム的な変革
の方向と課題を明らかにする。
1)NHK取材班編 [1983]『技術大国の素顔―-2)破れるか模倣技術の壁―』日本放送出版
会,204ページ。
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2.日本鉄鋼業の技術水準
(1)技術水準の評価方法
日本の産業の技術水準を国際比較の視点もふまえて定量的にどのように測
定し評価するかについては,これまで様々なアプローチがみられる。
技術水準の国際比較にあたっては,従来,設備の性能や生産性,製品の品
質や歩留,さらには技術貿易収支 (金額,件数)等の指標に基づき,定量的
な評価が試みられてきた。高度成長によって,設備の新規性,性能, さらに
は品質や歩留など操業水準が急速に発展して欧米を凌駕するに至る。しかし,
技術開発ポテンシャルのキャッチアップが相対的に遅れてハード面や操業水
準とのギャップが目立つようになる。両者のギャップが指摘され,その克服
が課題となるなかで,この両者を区別して定義し, しかも国際比較にあたっ
てはそれを指数化して把握 しようとする試みがみられるようにった。
その端緒を開いたのは,科学技術庁 [1981]の『科学技術白書』における
「技術力」,「技術開発力」概念の登場とその指数化である2)。「技術力」とは
「現状の生産力に寄与するその国の科学技術を量および質の両面から評価し
たもの」であり,「技術開発力」とは「将来の新製品,新技術を自主的に開発
する能力」であると定義している。「技術力」の算出にあたっては,①特許の
登録件数,②技術貿易額(=技術輸入額+技術輸出額),③技術集約製品の輸
出額,④製造業の総付加価値額, という4つの指標を取り上げ,これらの指
数を単純平均して「技術力」の総合指数を求めている。一方,「技術開発力」
を表す指標としては,④技術力,③研究開発資源の投入量 (=研究費と研究
者数の幾何平均値),③研究開発の成果(特許の対外国登録件数と技術輸出額
の単純平均値),の3つの指標を取り上げ,これらの指数を単純平均 して「技
術開発力」の総合指数を求めている。
科学技術庁の指標は, さまざまな問題をはらんでいる。まず,「技術力」と
いう概念が妥当かどうかである。技術水準は,一国,当該産業の国際競争力
2)科学技術庁 [1981]『科学技術白書 (1981年版)』 大蔵省印刷局,329-330ページ。
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の重要な指標であるが,それと同義ではない。政府の政策や企業戦略,労働
力のあり方などの要素と区別しなければならないが,「技術力」概念にはこう
した「競争力」要素が混入しやすい。中村静治 [1987]は,「技術力」概念に
ついて,「“技術力''というような言葉は経済学の用語ではなく,技術学でも
そのような述語は認知されていない」と批判している3)。
科学技術庁の「技術力」の指標の中には,①,②のように「技術開発力」
の指標と重なるものが少なくない。④については技術以外の要素を多分に合
むという問題をはらんでいる。また,国内の技術開発が旺盛なゆえに技術輸
入額が少ない場合や,国内市場が発達しているゆえに技術集約製品の輸出額
が抑制されている場合などは,②や③の指標が低 く表示されるといった矛盾
をもっている。「技術開発力」の指標についても,技術開発のポテンシャルを
近似的に反映しているとみられる③,◎と,種々 の要素が混入した⑥とを,
同一線上に捉えるといった矛盾が含まれている。
一方,山地憲治 [1988]は「技術力」の国際比較を行なうにあたって,技
術の「到達水準」と「開発力」の両面からアプローチする
4)。「到達水準」と
「開発力」は,それぞれ「成果」と「基盤」という概念で言い換えることが
できる。図1は,その両面を表す「技術力」指標を構造化して示したもので
ある。研究開発過程においては,「成果」と「基盤」は二重になるという。す
なわち,研究開発にとっては,論文や特許などの技術知識は「成果」である
が,それを生み出す「基盤」の一つでもあり,「開発力」の指標に分類してい
る。
山地氏の指標は,「到達水準 (成果)」 と「開発力 (基盤)」 という両概念か
ら捉え,その体系を構造化して示すことによって,『科学技術自書』の指標が
はらむ難点をかなりの程度克服している。しかも,「開発力」を「基盤」とい
う概念で捉えなおすことによって,社会的な視野をふまえてのシステム的な
把握を行なうことの必要性を明示した点で注目される。しかしながら,「研究
3)中村静治 [1987]『情報と技術の経済学』有斐閣,222-223ページ。
4)山地憲治 [1988]「日本の技術力」『世界』岩波書店,1988年1月号。
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図1 技術力指標の体系
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出所 :山地憲治「日本の技術力」『世界』1988年1月号
開発基盤」の分析はその重要性に比してわずかにとどまっている。とくに,
「システム」,すなわち「研究体制,評価システム等」についてはほとんどメ
スが入れられていない。
日本鉄鋼業の技術水準を国際的な視点から把握するにあたって,筆者 (十
名 [1988])は,狭義の「技術水準 (=設備および操業水準)」 と「技術開発
水準 (=技術開発体制とその水準)」に区分し,その両側面からアプローチし
た5)。 この分析は,「成果」と「基盤」を区別することによって技術開発体制
の日本型特質を浮き彫 りにしようとしており,結果としては山地論文をカ
バーするものとなっている。しかし,概念の定義が明確でなく,その構造的
な把握も弱い,などの問題を残している。
日本鉄鋼連盟 [1993]は, 日本鉄鋼業の「技術力」を,「(1)保有技術力 (生
産技術力,設備力),(2)技術開発力 (競争力維持の源泉),(3)技術革新力 (新
規性・躍動性),(4)技術要請対応力 (新しい社会的要請に応え,鉄鋼業の存在
基盤の安定性を図る)」 という4つの「基軸」から多角的に分析する試みを行
なっている6)。 日本鉄鋼連盟の手法については,上記の4つの基軸についての
5)十名直喜 [1988]「第二次大戦後における日本鉄鋼業の技術開発体制」京都大学経済学
研究科の修士論文。この論文の後半部分のみ,同テーマで学会誌に発表 (「第二次大戦後
における日本鉄鋼業の技術開発体制」『産業学会研究年報 第4号』1988年)。
6)日本鉄鋼連盟[1993]「鉄鋼技術共同研究会関係の最近の動向 :資料2 日本鉄鋼業技
的 。社会的寄
↑
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図2 我が国の主要業種の技術貿易収支比の推移
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出所 :科学技術庁『科学技術白書 (1994年版)』 大蔵省印刷局
説明がないために詳細は定かではないが, 4基軸の相互の区別や関係が明確
ではなく,技術の到達水準とそれを生み出す基盤 (開発力)との関係が浮か
び上がってこない。
冨浦梓 [1994]は,①技術貿易収支,②国際技術協力,③特許の出願,④
対粗鋼当たりの製品歩留 (=技術の統合的な指標),⑤高級品質の市場評価,
という5つの指標を提示している7)。これらは,技術の到達水準を示す指標と
して位置付けることができる。
小論においては,筆者 [1987]の手法を,山地氏やその他の先行業績をふ
まえて見直し,「技術水準」の概念を技術の「到達水準 (成果)」 と「開発ポ
テンシャル (基盤)」 という2つの視点に整理する。すなわち,技術の「到達
水準 (成果)」=狭義の「技術水準」,技術の「開発ポテンシャル (基盤)」=「技
術力調査ワーキンググループ調査報告」。
7)冨浦梓 [1994]「グローバ リゼーション下の技術革新と技術開発体制」早稲田大学商学
部・問経済広報センター編『ダイナミック経営をめざす鉄鋼業のグローバル戦略』中央
経済社,72ページ。
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表1 業種別技術貿易の現状 (1985年度)
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技術輸出額0
(億円)
技術輸人額③
(億円)
技術貿易収支
(A-3)(億円)
く基礎素材産業〉
鉄 鋼 262 34 47 19 215 15
非 鉄 金 属 19 51 33 ▲  32 ▲ 30
化 rF 251 56 243 174 ▲ 118
石油・石炭・窯業 101 376 319 ▲ 275 ▲ 310
繊維・紙パルプ 51 49 20 ▲  15
く加_[組立産業〉
般 機 械 117 35 245 179 ▲ 128 ▲ 144
電 気 機 械 595 133 842 622 ▲ 243 ▲  489
輸 送 機 械 325 91 597 465 ▲ 273 ▲ 374
精 密 機 械 17 51 43 ▲  34 ▲  40
く製造業合計〉 2.056 514 2.886 2.058 ▲ 830 ▲1.544
〈全産業合計〉 2,342 518 2,932 2,086 ▲ 590 ▲1,568
注 :1.「1986年科学技術研究調査報告」による。
2.化学は医薬品を除く。
出所 :通産省基礎産業局監修[1987]『新世代の鉄鋼業に向けて』通産省資料調査会,68ペー
術開発基盤」と規定し,この両側面からアプローチする。そして,最新デー
タに基づ き日本鉄鋼業の技術水準を評価するとともに,技術開発システムの
今日的問題 と変革の課題を明らかにする。
(2)日本の鉄鋼技術水準
日本の鉄鋼技術の国際的な到達水準を最 も明確に示す指標は,技術貿易収
支である。日本の主要業種における技術貿易収支は改善の傾向がみられるが,
1970年代中頃以降,技術貿易収支が一貫 して黒字なのは,図2にみるように
鉄鋼業と建設業のみである。これが,対先進国, とくに対米技術貿易収支に
なると, 日本の大幅な入超がより目立つ。表 1にみるように,対米について
は他産業がいずれも大幅な輸入超過になっている。そのなかで,鉄鋼業は主
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高炉5社平均の特許・実用新案出願件数図3
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出所 :日本鉄鋼連盟 [1992]「わが国鉄鋼業の技術力」
図4 最近 5年間の鉄鋼分野別公開特許件数
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出所 :|1本鉄鋼協会 [1995.4]「鉄と鋼 (創立80川年記念特集号)』 VOl.81N04
要産業中で唯一輸出超過となっており,対米比較においても鉄鋼業は日本の
産業の中で相対的に突出した高い技術水準にあることを示 している。
日本鉄鋼業の技術貿易収支が黒字に転 じたのは,1974年のことである。
1974年には18億「 lの輸出超過にすぎなかったが,その後は輸出超過が拡大
し,1985年には215億「 lの大幅な輸出超過となっている。しかしながら,北
??
??
??
??
??
?
‐??
?
?
〓
?
?
?
??
?
??
?
〕
?
?
?
?
?
】?
?
?
?
??
??
??
?
?
?
??
（?
?
?
?
?
?
?
）
日本鉄鋼業の技術水準と技術開発基盤 53
図5 主要製鉄国のエネルギー消費原単位の比較 (1990年)
(日本を100とする指標)
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出所 :日本鉄鋼連盟 [1992]『日本の鉄鋼業』
資料 :国際鉄鋼協会 (HSI)統計。
米との技術貿易収支が輸出超過に転じるのは,対世界に遅れること10年後の
1984年のことである。
特許・実用新案件数は,図3にみるように1980年代半ばに大幅な伸びを見
せた。近年は横這い傾向にあるとはいえ高水準を維持している。最近5年間
の公開特許件数の内訳 (図4)をみると,製鋼と表面処理の2分野に集中し
ている。製鋼分野については凝固分野での出願が顕著であり,表面処理鋼板
では溶融亜鉛メッキ系の伸び率が大きぃ8)。 なお,米国においては,日本の鉄
鋼各社の出願が米国鉄鋼メーカー各社の出願数を上回っている。)。
粗鋼当たりの製品歩留は,主要国のなかでも日本が第一である10)。歩留差だ
けで,「フランスー国分の生産量を浮かしている」。これは,各工程における
「きめ細かい技術の差」であり, とくに歩留の高い連続鋳造比率の差による
8)|1本鉄鋼協会 [1995.4]『鉄 と鋼 (創立 80周年記念特集号)』Vo1 81 No.4,4ページ。
9)冨浦梓 [1994]前掲論文,72ページ。
10)1司11。
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表2 我が国鉄鋼業の品質上の優位性
製  品 日本が品質上優位に立つ製品 日本が品質上優位に立つ製品の主な用途
薄
板
熱  延 高張力・高加工性鋼板 自動車用熱延鋼板 (足回 り部品・ホイール)等
冷  延
高張力・高加工性鋼板 (特に
深絞用),極薄物,高級電磁鋼
板
自動車用高張力鋼板 (ボディ,
バンパー等),低鉄損電磁鋼板
(電カトランス,モー ター等)
溶融亜鉛
合金亜鉛めっき鋼板 (高耐腐
食性・高塗装性 )
高性能外装用鋼板 (建設材料),
自動車用防錆鋼板(足回り部品)
等
電気亜鉛
合金亜鉛めっき鋼板 (高耐食
性・高塗装性)
自動車用電気亜鉛めっき鋼板
(高防錆性のボディ鋼板)
家庭用電気亜鉛めっき鋼板 (冷
蔵庫,洗濯機の外板)等
そ の 他
アル ミめっき鋼板,ター ン
シー ト (鉛・錫合金めっき)
アルミめっき鋼板 (ストー ブ,
マフラー等),ター ンシー ト(自
動車用燃料タンク等)
?
?
?
継目無管
電 縫 管
UOE
高合金鋼管
耐HIC用鋼管
苛酷な環境下(高H2S,C02等)
で使用される油井管, ラインパ
イプ,ポイラー用鋼管等
?
?
?
?
?
厚 中 板 高張力・高靭性・高加工性鋼板
低温高靭性高強度鋼 (船舶,海
洋構造物,低温タンク),大入熱
溶接用高張力鋼 (船舶,鉄骨)
形
線
線
鋼
鋼
材
特殊鋼等高級材
高級ワイヤーロープ(建設),ス
チールコー ド(自動車), 自動車
用ロッド等
出所 :通産省基礎産業
'"む
監修 [1987]前掲書,67ページ。
ところが大きいH)。単位生産当たりのエネルギー原単位についても,最近にお
ける日本の頭打ち傾向や主要国との差の縮小傾向にもかかわらず,図5にみ
るように,主要国のなかで最も良好な実績を示している。
次に,製品の品質については,脱硫 。脱燐,脱ガス等の精錬技術,表面処
11)NHK取材班編 [1983]前掲書,226～227ページ。
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図6 米国鉄鋼メーカーが達成した改善に関する需要産業別評価
(1985～90年および 1990～94年の改善度合の比較)
(「大幅な改善があった」としている同答の比率)
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〔品質について〕
20     40%
〔サービスについて〕
20     40%
自  動 車
家    電
金属缶・ 容器
機
(電機除く)械
鉄鋼 サー ビス
センター
その他輸送機器
E===]1985～90年
目霞圏国 1990～94年
出所 :『鉄鋼界』1995年4月号
理技術などの生産技術の優位性によって日本製品への評価は高 く, とりわけ
高級鋼材については「諸外国に比べて品質上特に優位にある」12)。 日本が品質
上優位に立つ製品は,表2にみるように,薄板,鋼管,その他鋼材にまたが
り, 自動車,船舶,建設,電機,油井管など多様な用途に及んでいる。米国
国際貿易委員会 (ITC)の調査によると,米国の鉄鋼ユーザーにおける日
本製鋼材への評価は極めて高い。最近 10年間では,米国製鋼材の品質・サー
ビスは全般的に改善傾向がみられる(図6)。それにもかかわらず,品質・サー
ビスの両面で米 |:」製に対する日本製鋼材の優位性を一層広げている (図7)。
日本鉄鋼業は,産業社会のニーズの多様化・恒久化に対応 して,多品種小
ロットでの効率的生産体制を構築 してきた。冶金,凝固,金属学などの物理
側面から生産工程の集約と連続化を図るとともに,品種の多様化に対 しては
情報システム化により製鋼から熟延間にわたって連続化 。同期化を実現させ
ている13)。日本の製鉄所では,10万種を超える異なる注文品が製造工程を流
12)通産省基礎産業局監修 [1987]『新世代の鉄鋼業に向けて』通産省資料調査会,67ペー
13)II本鉄鋼協会 [1995.4]前掲誌,117～118ページ。
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図7 日本製鋼材 と米国製鋼材の品質に関する米国鉄鋼ユーザーの評価
1990年
優                     不満
米国製鋼材 2%
日本製鋼材 1%
優
1994年 不満
米国製鋼材 2%
日本製鋼材 0%
出所 :『鉄鋼界』1995年4月号
れている14)。製鋼段階で約1千種類の鋼に造り分けられ15),さらにそれ以降の
工程で百倍の製品に分岐していく。鋼種レベルでみると,「韓国。浦項製鉄の
量産鋼種は約 15種類,これに対して新日本製鉄は約800種類」とっており,
日本の多品種小ロット生産は韓国の「50倍の非生産性を負っている」16)とも
見ることができる。「かゆいところに手が届くくらいにきめの細かい多品種少
量生産を可能にした」のは, コンピュータの威力である。コンピュータを生
産プロセスのなかに活用したことによって, 日本の鉄鋼業は飛躍的な発展を
遂げた17)。主要製鉄所におけるコンピュータ利用のレベルをみると,図8に示
されたように, 日本は他国の数倍に達しており,抜きん出ていることがうか
がえる。
以上にみるように, 日本の鉄鋼技術の到達水準 (成果)は極めて高く,国
際的にも突出したレベルにあることがうかがえる。
14)冨浦梓 [1994]前掲論文,88ページ。
15)NHK取材班編 [1983]前掲書,222ページ。
16)日本鉄鋼協会 [1995.4]前掲誌,N171ページ。
17)同上 ,
可 39%
可  45%
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図8 各国主要製鉄所におけるコンピュータ利用
メガバイト                    (1990年)
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出所 :m Ll本鉄鋼連盟 [1992]「わが国鉄鋼業の技術力」
(3)日本の鉄鋼技術の変遷
戦後 50年を経た日本の鉄鋼技術の変遷を把握するにあたっては,鉄鋼技術
の「大きな流れを把握する」ことが必要である。それによって,「21世紀に向
けての方向を見直すことを志向する」という観点もみられる。日本鉄鋼協会
[1995]は,第一の波 (1955～73年),第二の波 (73～91年),第二の波 (1991
年一)という,伊丹敬之 [1993]の3つ 波動期区分に基づ き,第二波動期
の特徴を分析 している。それは,この時期に蓄積 した技術的遺産とは何か,
それを如何に継承 しどう活用すれば今日の難局を乗切れるか, という課題認
識に基づ くものである18)。
第一波動期に残 したものは,「近代的大型生産設備 と自主技術」である。こ
の遺産により,第二波動期における低成長への移行と多種多様化 した需要構
造への対応が可能となる。さらにこの間に著 しい発展を遂げたエレクトロニ
クス技術を取 り込み,「鉄鋼産業のインテリジェント化」に成功 し,石油危機
と1985年の円高を乗 り切った。 しかし,「安易に差別化製品を開発する」
方向に流れたり,「普遍性の少ない技術を数多く開発した」ことなど,第二波
18)同上,3ページ。
170
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動期に向けての遺産とは何であったかという視点からふりかえると反省すべ
き点が少なくない。
馬場靖憲/高井紳二 [1994]は,戦後日本の鉄鋼業の軌跡を「3つのフェー
ズに大別」する。これも基本的には,伊丹敬之氏の区分に準じている。第一
フェーズ (1950～70年代初期)では,臨海銑鋼一貫製鉄所の建設にポイント
をおく。石油危機を契機とする第ニフェーズにおいては,省コスト・省エネ
ルギーを目指した技術のシステム化,特に連続鋳造方式の確立と普及に注目
している。第ニフェーズでは,「多品種ポリューム生産パラダイムの形成」を
あげている。1980年代中頃以降に,鉄鋼各社が取り組みはじめた企業情報シ
ステム(CIM)の再構築によって,「第ニフェーズヘの移行の技術的前提条
件」が整備され,川Lから川下に及ぶ全品種統合型の管理が実現するに至
る19)。
これに対して, 日本鉄鋼連盟 [1993]は,表3にみるように,技術導入期
(60年代以前),技術成熟期 (70年代),技術高度化期 (80年代),技術革新
期 (90年代)の4期に区分している。さらに,技術の進歩,思想,成果例,
社会ニーズという4つの側面から,各時期の特徴を総括している。
日本鉄鋼連盟の時期区分は, 日本鉄鋼協会や馬場/高井の時期区分とそれ
ほど異なっているわけではない。「技術導入期」は,「第一波動期」および「第
一フェーズ」に当たる。「第二波動期」および「第ニフェーズ」を二つの時期
に区分したのが,「技術成熟期」と「技術高度化期」である。「技術革新期」
は,「第二波動期」および「第ニフェーズ」に相当するとみられる。
しかし,各時期の成果や思想の捉え方については必ずしも同一ではない。
馬場/高井の「第ニフェーズ」のポイントは, 日本鉄鋼連盟の「技術成熟期
(70年代)」 にあげられている。また「第ニフェーズ」の特徴づけは, 日本鉄
鋼連盟の「技術高度化期 (80年代)」にあげられているポイントの一部に相当
するとみられる。なお, 日本鉄鋼連盟の上記の2つの時期は, 日本鉄鋼協会
19)馬場靖憲/高井紳二 [1994]「金属系素材産業」古川弘之監修『メイド・イン・ジャパ
ン』ダイヤモンド社,140ベージ。
日本鉄鋼業の技術水準と技術開発基盤          59
表3 わが国の鉄鋼技術の変遷と鉄鋼プロセスの発展を促す社会環境変化
?
?
?
技術導入期 技術成熟期 技術高度化期 技術革新期
1960年代以前 1970年代 19801:fヽ 1990年代以降
?
?
?
?
?
技術の習熟
・効率化技術
・ 大型化技術
技術の成長
・ ri動化技術
・高速化技術
・ コンピュータ
ンステム技術
技術の高度化
・ I:程の連続化
技術
・高精度化技術
¬有効率化技術
・ コンピュータ
システム技術
革新技術の創造
・革新プロセス技術の創出
・新機能材料の開発
?
?
?
?
?
?
?
?
一貫管理
TCQ思想
プログクトアウト思想
現場中心R&
D
技術システム
化
マーケットイ
ン思想
商品企画機能
の強化
技術開発体制
のシステム化
需要家イン思
想
マーケット創造
新社会要請対応
独自技術創造
?
?
?
?
?
高炉大型化技術
転炉化技術
一員製鉄所方式
圧延技術
連鋳化技術
転炉複介精練
技術
連続燃鈍技術
CCL技術
TMCP製造
技術
高効率エネル
ギ~ンステム
技術
高炉 AI制御
技術
CC‐DR技術
高純度鋼製造
技術
高機能めっき
鋼板技術
BH鋼,IF鋼
技術
i容融還元技術
薄スラブ連鋳機
?
?
?
ー
?
出所 :『鉄鋼界報』第1587号,1993年月21日付
の「第二波動期」に当たり,「技術革新期 (90年代)」 と「第二波動期」のつ
かみ方は基本的に同じと考えられる。
以上に概視するような日本の鉄鋼技術の発展は,ノウハウに属するものが
多い導入技術を大量生産技術として確立 したことによるところが大きい。
1970年代後半になると,「工業技術として完成させるには,日本の企業に使っ
てもらえばよいし, 日本の企業で使ってもらわなければ,完成しない」とい
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う言葉が,世界の鉄鋼業界で語られるようになったという20)。さらには,導入
技術のノウハウを理論的に解明し,経験工学レベルから理論に基づく論理工
学のレベルにまで高めた21)。高炉を中核とする大量生産技術は,日本で「究極
にまで高められた」。今や, 日本の鉄鋼メーカーの技術蓄積は,「世界を圧倒
する厚みがある」22)と評価されるに至っている。
3。 日本鉄鋼業の技術開発基盤
(1)技術開発基盤への分析視角
日本の鉄鋼技術にみる高い到達水準 (成果)は,欧米鉄鋼業と比較 しても
際立っており,そのような圧倒的な優位性は国内の主要業種にもみられない。
このような技術水準を生み出した日本鉄鋼業の技術開発基盤, とりわけ技術
開発システムとは何か,それはどのような特質を持っているか,が問われね
ばなるまい。
技術開発のポテンシャルとその基盤を分析する手法としては,山地憲治
[1988]が参考になる。山地氏は図1で,「開発力 (基盤)」 の中核に「研究
開発基盤」を位置付けている。「研究開発基盤」については,「システム」と
「要素」という二つの側面から捉える。「システム」とは「研究開発体制,評
価システム等」を指 し,「要素」とは「研究者数,研究開発費等」を指す。一
方,十名 [1988]の場合は,この両者の区別と有機的な把握がかならずしも
明確ではない。
この反省をふまえて,小論では,「技術開発への投入資源」と「技術開発シ
ステム」という二つの側面から, 日本鉄鋼業の技術開発基盤にアプローチす
る。技術開発システムについては,企業内システムとそれを支える社会的シ
ステムという二つの側面から捉える。
20)柳田邦男 [1984]『日本の逆転した日 (上)』 講談社,199ページ。
21)冨浦梓 [1994]前掲論文,72ページ。
22)馬場靖憲/高井紳二 [1994]前掲論文,155ページ。
研究開発費
(億円)
対売上高
比 (%)
研究者数
(人)
対就業者
比 (%)
く基礎素材産業〉
鉄 鋼 2,404 1.94 5.405 1.77
非 鉄 金 属 1,005 1.92 3,514 3.17
化学 (医療品除く) 5,945 3.00 29,810 6.31
石油・石炭・ 窯業 2,425 0.98 9,064 3.61
繊 維 ・ 紙 パ ル プ 550 0.97 5,604 1.99
く加工組立産業〉
般 機 械 3.027 2.74 21,313 4.25
電 気 機 械 19,382 5.10 89,824 8.66
輸 送 機 械 9,357 2.90 23.892 3.26
精 密 機 械 2,017 4.40 11,545 6.64
く製造業合計〉 55.436 2.69 239,792 4.68
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表4 業種別技術開発の状況 (1985年度)
出所 :通産省基礎産業局監修 [1987]前掲書、135ページ。
表5 研究開発費の対売上高比の米国及び西独との比較
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製 造 業 鉄 鋼 業
年度 日本 米 国 西ドイツ 日本 米国 西ドイツ
1973
75
77
79
81
82
1_7
1.6
1.7
1.7
1.9
2.2
3.3
3.1
2.9
2.6
3.1
3.7
2.9
3.3
3.2
3.2
3.3
0.8
1.1
1.1
1.0
1.3
1.5
0.5
0.6
0.6
0.5
0.4
0.5
0.6
0.8
出所 :通産省基礎産業局監修 [1987]前掲書,135ページ。
(2)日本鉄鋼業における技術開発への投入資源
技術開発に投入する経営資源としては,研究者数や研究開発費等があげら
れる。 Fl本の主要業種における技術開発へのリソース投入状況 (表4)をみ
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図9 鉄鋼業における日米両国の研究費,研究費の対売上高比および研究者数の推移
(億円)
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3,813人
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3,300人
アメリカの研究者数
35      40      45   46   47   48   49   50(4!二)
日  本 総理府統計局「科学技術研究調査報告」
アメリヵ NSF「Re∞aКh and DeVe10pment in lnduttry 1974」
自松爾郎 [1980]「80年代日本鉄鋼業の展望」
第71回西山記念技術講座『80年代における日本鉄鋼業』
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表6 日本鉄鋼業の研究開発費・研究者数の推移
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1975年1980年1985年1990年1992年
研究開発費 (億円) 8931,4712,4043,0383,115
対売上高比  (%)1.05 1.14 1.94 2.332.58
研 究 者 数  (人) 3.9424,4345,4056,1806,561
対就業者比 (%)1_081.28 1.79 2.482.62
出所 :総務庁統計局『科学技術研究調査報告』
ると,鉄鋼業は研究開発費の対売上高比,研究者数の対就業者比のいずれを
みても製造業平均より大幅に下回っている。ところが,研究開発費の対売上
高比について米国・西 ドイツと比較すると,表5にみるように日本鉄鋼業の
相対的な高さが浮かび上がってくる。製造業 トー タルでは米国 。西 ドイツの
6割前後であるにもかかわらず,鉄鋼業でみると日本は米国 。西 ドイツの 2
倍近 くの高さにある。
研究開発費の総額,対売上高比,および研究者数のいずれも, 日本の鉄鋼
業が米国を上回ったのは1972年のことである (図9)。1972年を分岐点にし
て, 日本鉄鋼業が研究開発費等を著 しく増加させているのに対 して,米国鉄
鋼業においては低迷ないし低下傾向にある。石油危機以降, 日本鉄鋼業の技
術開発活動の高まりとの格差が広がり,欧米鉄鋼業との際立った対照を見せ
ている(表5,図9)。研究開発費の対売上高比で米国,西ドイツを上回って
いるのは, 日本では鉄鋼業だけである。
日本鉄鋼業の研究開発費は表 6にみるように,1975年から85年の間に893
億円から2,404億円へと2.7倍(実質 2.0倍)に大幅増加し, さらに1992年
には3,115億円に達 している。研究開発費の対売上高比についても,1975年
から85年の間に1.05%から1.94%に大幅な伸長をみせ,さらに1992年には
2.58%にアップ している。その結果,地域別の主要鉄鋼企業を比較 (図10)
すると,日本の高炉大手5社の場合,1社平均研究開発費では北米の6.3倍,
ヨーロッパの2.2倍, 1社平均対売上高比では北米の3.3倍, ヨーロッパの
2.1倍となっており,1社平均研究開発費,対売上高比率のいずれをとっても
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図10 地域別主要鉄鋼企業の研究開発費 (1990年)
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資料
日本鉄鋼連盟 [1992]「わが国鉄鋼業の技術力」
国際鉄鋼協会 (HSI)統計。
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際立って高い水準にあることが示されている。
一方,研究者数では,1975年から85年の間に3,942人から5,405人に増
え,さらに92年には6,561人へと増加傾向が続いている。従業員数の減少傾
向の下での研究者数の大幅な増加の結果,研究者数の対従業員数比は,1985
年から92年の間に1.77%から2.62%へと大幅に上昇 している。ただし,80
年代半ば以降には経営の多角化追求を反映 して,鉄鋼分野への研究投資比率
は7割から5割に低下している23)。世界の鉄鋼技術研究者 (実務補助者,ス
タッフ等を除く)は7,000人といわれているが,そのうち日本が2,000人で,
1/3を占めている24)。技術開発へのリソース投入において,日本鉄鋼業の突出
したポジションがうかがえる。
日本の鉄鋼技術の高い到達水準 (成果)は,技術開発へのこのような手厚
いリソース投入に基づいている。さらには,それらの投入資源を効果的に機
能させてきた日本鉄鋼業独特の仕組み,すなわち鉄鋼技術開発システムによ
るところが極めて大きい。
(3)日本鉄鋼業の技術開発システム
① 鉄鋼の技術開発システムをめぐる先行業績とその評価
日本鉄鋼業の技術開発システムに関する研究としては,L.H.リン[1982]
の先駆的業績が注目される25)。リンは,転炉技術の導入プロセスの日米比較分
析を通して, 日本の鉄鋼技術開発システムの特徴を明らかにした。国や大学
との関係,業界内や資材納入業者などの企業間関係,さらに企業内における
情報交流や共同研究などのあり方等において, 日米間に顕者な違いがあり,
23)日本鉄鋼連盟 [1992]「わが国鉄鋼業の技術力」。
24)岩井正和 [1992]『鉄に賭ける一新日鉄にみる「世界最強」への道―』ダイヤモンド社,
242ページ。
25)レオナード・H・リン [1982,邦訳 1986]『イノベーションの本質―鉄鋼技術導入プロ
セスの日米比較―』遠田雄志訳,東洋経済新報社 (LeOnard H.Lynn,How Japan
lnnOvates : A COmpariosn 、vith the U. S. in the Case of()xygen Steellnaking.
Westview Press,Inc.)。
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日本特有のシステム的特徴をもつことを浮かび上がらせている。リンの分析
については,「組織論的枠組みにこだわりすぎたために焦点がぼけてしまっ
た」との批判もみられる26)が,鉄鋼の技術開発へのシステム的なアプローチ
は,その後における日本の鉄鋼技術研究の先駆をなすにとどまらず, 日本鉄
鋼業のシステム的な研究の出発点をなすものと位置付けることができる。
鉄鋼技術導入プロセスに注日したリンの研究手法や視点をふまえたもの
に,米倉誠一郎 [1986]27),永田晃也 [1995]28)がある。また,国や大学との
関係,同一業界内での企業関係や需要産業との企業関係など社会システム的
なネットワークに注目した分析として,十名直喜[1988,1994]29), 日本鉄鋼
連盟[1992]30)等がある。十名[1994]は, 日本型鉄鋼システム概念を提示し,
そのなかに技術開発システムを位置付けている。
一方,岡本博公[1984]31)は,鉄鋼企業の類型分析を通して高炉メーカーの
同質的構造と大量生産システムの特質を明らかにした。日本の研究者の手に
なる研究としては先駆的なものである。この岡本 [1984]の分析をふまえて,
馬場/高井紳二 [1994]32)は,「同質性」概念を媒介にして鉄鋼技術開発にお
けるシステム的な特徴を捉えている。さらに,そこにみられた共生・共鳴効
果が近年では機能低下し,矛盾を深めている点を指摘する。川端望 [1995]33)
26)米倉誠一郎 [1991]「鉄鋼―その連続性と非連続性―」米川紳一他編『戦後}1本経常史
第1巻』東洋経済新報社,276ページ。
27)米倉誠一郎「鉄鋼業におけるイノベーション導入プロセス」今井賢一編『イノベ~ンヨ
ンと組織』東洋経済新報社。
28)永田晃也 [1995]「日本鉄鋼業のプロセス・イノベーションと人的資源」野中郁次郎/
永田晃也編『日本型イノベ~ンヨン・システム』自桃書房。
29)十名直喜 [1988]前掲論文,同[1994.12]「日本型鉄鋼システムと業界団体」『名古屋
学院大学 研究年報 7』。
30)日本鉄鋼連盟 [1992]「わが国鉄鋼業の技術力」。
31)岡本博公 [1984]『現代鉄鋼企業の類型分析』ミネルヴァ書房。
32)馬場靖憲/高井紳二 [1994]前掲論文。
33)川端望 [1995]「日本高炉メーカーにおける製品開発一競争・生産システムとの関わり
で―」明石邦彦/植田浩史編『日本企業の研究開発システム』東京大学出版会,115ペー
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は,これらの近年の研究がシステム的な視点から行なわれていることに注目
している。
以上にみるような鉄鋼技術研究の流れから次の点が浮かび上がってくる。
すなわち, 日本鉄鋼業における技術開発の特徴は,まさに企業内外にわたる
ネットワーク・システムとしての結合度の高さにあり, しかも各論者がなん
らかの形でそれに触れたり,評価 しているという点である。
② 企業内における技術開発システム
I 中央研究所における技術開発システム
企業内における鉄鋼技術の開発システムは,中央研究所における基礎的な
研究開発,製鉄所における実用化・改良研究,生産現場における操業改善と
ノウハウの蓄積, という3層の構造において掴むことができる。
戦後における鉄鋼技術開発の重点は,「導入技術の実施,改善に当たっての
支援」34)に置かれてきた。海外から導入した革新技術の中には,まだ工業化さ
れていないものやノウハウに属するものが多く,導入技術が定着するまでに
は先人のなみなみならぬ努力があった。1955年以降に日本経済が本格的な成
長期に入り,設備が大型化 。高速化し,生産品種が著しく拡大する。その結
果,過去の経験にのみ立脚した技術では対応が難しくなり,企業内における
研究開発体制が急速に拡充され,生産技術が急速な進歩をみる。
日本の鉄鋼各社においても,相次いで中央研究所を設立するに至る。1959
年に富士製鉄,八幡製鉄,住友金属の3社が中央研究所を設置する。また,
58年には川崎製鉄が,60年には日本鋼管,神戸製鋼所が工場付属の研究所を
本社直属の研究所に昇格させ,充実を図った35)。
なお,米国においても同じような動きがみられた。1956年にはU.S.スチー
ルが新たに研究所を発足させており,同時期に米国の鉄鋼各社も中央研究所
設立に走っている。U.S.スチールが1956年に建設した総合的な研究セン
34)日本鉄鋼連盟[1981.12]「わが国鉄鋼業の研究開発の現状と課題」『鉄鋼界』18ページ。
35)同上,17ページ。
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ターは,Bainの名を冠した基礎研究所 (ベイン・ラボラトリー ズ)と,実際
的な研究を行なう応用研究所を置き,対象も冶金,化学に限らず,エンジニ
アリングやシステムをも含む総合的なものである。最盛期には3,000人を超
え,さらに製鉄都市ピッツバーグにあるカーネギーエ科大学,U.S.Bareau
of Mines(連邦政府の鉱山冶金研究所)その他と密接な交流を行なって活況
を呈した36)。
ただし,70年代になると技術開発への対応に顕著な違いが見られるように
なる。U.S.スチールの研究センターの研究者数は,1978年4月末には1,208
人(=博十～学士合計554人+補助要員654人)に減少した37)。 さらに,1980
年代にベイン・ラボラトリー ズが閉鎖され,研究者は80年代末になると380
人に落ち込み,その三分の二はクレーム処理などに振り回されている38)。
米国の鉄鋼各社が70年代に中央研究所を相次いで縮小 。開鎖する方向に
走ったのに対して, 日本の鉄鋼各社はむしろ環境の激変に対応すべく研究開
発部門を強化する方向を選択した。図11にみられるように,1980年代にはエ
レクトロニクス研究所の設立など経営の多角化に対応する方向での研究開発
体制の整備が図られた。さらに,1990年代に入ると経営のリストラクチュア
リングに対応しての研究開発体制の再編成が進められている。
中央研究所が総合的に担ってきた研究開発機能のうち,生産技術の開発研
究は製鉄所の側に移転する傾向がみられる。これは,生産技術に関する研究
は製造現場により近づけることによって,研究開発の「効率」をよリアップ
しようとする狙いがある。こうした動きは,自動車など他産業にもみられる。
1991年9月,新日鉄は540億円を投 じ君津製鉄所に隣接して一大研究拠点
「総合技術センター」を建設し,各地に分散 していた鉄鋼関連研究所を中心
に集約した。これは,研究 。開発・エンジニアリングの総合一貫体制を構築
することによって,「研究開発業務の効率化,研究成果の早期実用化・商品化
36)松田常美 [1981.1]「U.S.スチールのエンジニアリング事業」『鉄鋼界』,28～29ペー
37)同上,29ページ。
38)内橋克人 [1989]『「重厚長大」産業の復権』講談社,57ページ。
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図11 新日本製鉄研究開発体制の歴史的変遷
注 :第一,二,三技術研究所は,89年において研究所内部の見直しあり。
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を図る」ことを狙ったものである。また,製鉄所に隣接することにより,ユー
ザ ・ーニーズヘの迅速な対応を図ることを狙っている。新日鉄全体で2,914人
の研究スタッフおよびエンジニアのうち,鉄鋼関係中心に1,300人を総合技
術センターに集めている39)。
同様の動きは,神戸製鋼所にも見られる。1992年に250億円かけて「神戸
総合技術研究所」を建設し,各事業部に直結 した研究所,研究センター以外
はここに集約 した。その一方で,鉄鋼技術研究所は加古川製鉄所に移転 して
いる40)。
従来から,生産技術に関する研究は,研究所と製鉄所の技術者が協力して
進めるという動きがよくみられた。技術系の論文には,それぞれの部署に所
39)日本鉄鋼連盟 [1982.12]「鉄鋼業のR&D体制一―新日鉄」『鉄鋼界』。
40)日本鉄鋼連盟 [1992.10]「鉄鋼業のR&D体制一神戸製鋼所」『鉄鋼界』。
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属する技術者達の連名になるものが多いことなどにもそれがうかがえる。生
産技術の研究開発は,製造現場における調査や実験,実機テストと不可分に
結びついている。とりわけ最終的な適用段階では,製鉄所の技術者の協力が
欠かせなぃ41)。こうした両者の密接な関係を,近隣,一体化によってより効率
性をあげようという狙いがこめられている。
米国においては,高炉メーカーの研究部門は1960～70年代に生産工程と製
法の開発への興味を失ったという42)。 日本の高炉メーカーが経営のリストラ
によって,一方では研究者の大幅な削減に手をつけるも,他方では研究と現
場をよリー 体化させるという日本的な手法によって効率性を高めようとする
動きがある点は興味深い。
技術は,本質的に論理性をもつとともに,不確実性をも併せ持っている。
これをふまえたうえで,日本鉄鋼協会は,「研究開発側は大胆に期間と成果を
約束すべき」であるという。こうした主張は,鉄鋼各社が経営リストラの一
環として企業内の研究開発の大幅な圧縮を図り,改良研究の枠内に限定しよ
うという方向と重なる危険性が少なくない。その結果,鉄鋼メーカーにおけ
る研究蓄積の消失につながるリスクが高まっている。「普遍的に役立つ技術の
ストックこそ評価すべきである」と鉄鋼協会は主張している43)が,それを可
能にする条件と評価システムを整備する必要がある。
II 製鉄所における技術開発システム
製鉄所には,各製造部門の各工場に大学卒,大学院卒が多数配置されてい
る。これは,自動車など他産業にもみられないという44)。ホワイトカラーは事
務系。技術系ともに,図12にみるように本社と製鉄所間を順次ローテーショ
41)川端望[1994.12]「B製鉄記述開発本部ヒアリング記録」『OCCUIER Working paper
Series』
42)ダートウゾス他 [1989,邦訳 1990]『Made in America』(M hael L.Dertouzos et
al,Made in America,The MIT Pres in Cambridge)依田直也訳 草思社,386ペー
ジ。
43)日本鉄鋼協会 [1995.4]前掲誌,7ベージ。
44)岩井正和 [1992]前掲書,240ページ。
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図 12 製鉄事業 大卒社員職務 ローテーション概念図
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出所 :永田晃也 [1995]「日本鉄鋼業のプロセス・イノベーションと人的資源」
野中郁次郎/永田晃也編『日本型イノベーション・システム』白桃書房より再引用
ンしてキャリアを形成 していく。技術系の場合,研究所と製鉄所間のローテー
ションもみられる。
こうした広域のローテーションによって,特定部門を超えた人的ネット
ワークやキャリアの形成が可能となり,社内における情報流通やノウハウ交
流の円滑化をもたらす。こうした土壌の上に,企業内における技術をめぐる
人事や情報の密接な交流のネットワークがつ くり出されている。
ブルーカラーの場合,通常,工場内において,班長の管掌範囲内で関連業
務をマスターするために,定期的にローテーションを行なっている。ただし,
製鉄所―‐本社
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製鉄所のスクラップ・エンド・ビル ドの際には,製鉄所間の移動なども行な
われる。高度成長期には,新鋭製鉄所の立ち上げに伴って,「民族大移動」と
呼ばれたような大規模な製鉄所間の移動がみられた45)。1980年代後半以降の
円高「合理化」においては,ホワイト・ブルーの何れにおいても出向・転籍
を含めて,鉄鋼メーカーや鉄鋼事業を超えた人事異動が実施されている。
高炉のAIシステムの開発にあたっては,ホワイト・ブルーの何れにおいて
も,こうした複合的なキャリア形成のあり方が,ノウハウの蓄積とその客観
化,定量化に大きな威力を発揮 したことが紹介されている46)。
HI 生産現場における改善活動
ブルーカラーの作業現場において組織され推進されてきた自主管理活動
は,新設備導入や合理化の能動的な受皿として機能するとともに,情報交換,
さらにはノウハウや技能の継承の場としても機能してきた。自主管理活動に
おいては,作業現場の様々なアイデアなどが高く評価されているが,実態と
してはホワイトカラーがアイデアを出してそれを作業現場のブルーカラーの
側が自らの活動としてまとめていくようなことがよくみられるという47)。
自主管理活動は,次の2つの画期を契機にして鉄鋼業界全体に浸透した。
一つは,1969年以降,鉄鋼連盟を中心に業界をあげて取り組んだ推進活動で
ある。もう一つの画期は,石油危機とその後の鉄鋼不況の下で危機バネに基
づ く減量経営「合理化」のテコとして推進されたことである。この内, とく
に前者は日本鉄鋼業のシステム的な特質を示すものであり,後者はシステム
の確立と密接につながるものである。
多能工化を促 してきたブルーカラーのローテーションについては,「1950
年代の後半に,鉄鋼業のいくつかの先進的な工場で,職長や副長のイニシア
45)田中博秀 [1982.3]「日本的雇用慣行を築いた人達―小松廣氏に聞く(か―」『Fl本労働
協会雑誌』276号。
46)長谷川孝[1987]「新日鉄は何をめざすか』福村出版株式会社,101～16ページ。およ
び永田晃也 [1995]前掲論文,71～75ペー ジ。
47)李鍾久/山本潔 [1992]「K製鉄千葉製鉄所 (B)」『工場見学記録集一日本の工場 :
1970～90年一』東京大学社会科学研究所 調査報告 第25集。
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ティブによって,現場から独自に発展してきたもの」といわれている48)。多能
工化は,基本的には班単位の多工程経験を促すものであるが,最近では操業
部門においても簡単な保守 。点検といった異系列の業務をもこなす方向が進
められている49)。
以上にみるような動きは,基本的に本エレベルのものであるが,下請企業
の段階においても時期をずらして1970年代後半以降より急速に浸透してい
く。減量経営が強まる中で,「業務移管」の形を取りながら,下請化比率が高
まり,基幹工程についても下請化が進んだ。自主管理活動などもそうした動
きの中で浸透していった。
③ 企業内の技術開発システムを支える社会的システム
I 国家との関わり
日本鉄鋼業の技術開発システムの特徴は,企業内の技術開発システムを支
える社会的なシステムにある。日本鉄鋼連盟も,この点を強く認識しており,
次のように表明している。「技術力強化における日本鉄鋼業の特徴は,政府は
もとより,大学,他産業 (ハー ドメーカー,ユー ザー)および同業他社との
間で幅広く協力・協調の体制を構築してきたことにあるといえる」50)。
国による法的 。税制的な優遇は,技術導入期だけでなく技術発展期や技術
高度化期においても,形を変えてなされてきた。また技術導入期には,導入
契約を有利にしライセンス料を低 くするために,通産省が積極的に関ケして
いる。LD転炉技術の導入契約をめぐる八幡製鉄と日本鋼管の競合に対して,
通産省は契約窓口を一本化するように指導した。その結果,「途方もなく安い」
特許権料につながっている。さらに,窓口業務とLD転炉技術を普及するため
48)青木昌彦 [1988,邦訳 1992]『日本経済の制度分析一情報・インセンティブ・交渉ゲー
ム』永易浩一訳 筑摩書房。
49)最近の先進的な事例については,藤沢健二[1995]「生産工程の概要と労働力編成の特
質」北海道大学教育学部付属産業教育計画研究施設 研究報告書 第46号『鉄鋼業のリ
ス トラクチュアリングと重層的労働力編成の現段階』。
50)日本鉄鋼連盟 [1993.3.21]「新たな発展段階を迎えたわが国鉄鋼技術」F鉄鋼界報』。
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に組織されたLD委員会は,業界内の技術交流を促す受け皿 ともなった51)。
70年代後半以降,大規模な研究資源の必要な技術開発については,業界共
同の国家プロジェクトとして組織 し,そこに国からの補助金が出されている。
鉄鋼業において,国家資金を呼び水とする業界共同の大型国家プロジェクト
の先駆をなしたのは,原子力製鉄の研究開発プロジェクト (正式名称「高温
還元ガス利用による直接製鉄技術の研究開発」1973～78年)である。日本鉄
鋼連盟の決定を受けて,1973年5月に原子力製鉄技術研究組合 (理事長 :川
崎製鉄社長)が設立され,7カ年にわたり総額 120億円が投入された52)。続い
て,総額90億円かけて9年間にわたって推進された「連続式成形コークス研
究開発」(1978～6年)53),さらに「溶融還元製鉄法 (石炭直接製鉄法)」
(1988～95年)等へとつながっている。「溶融還元製鉄法」は,総開発費 150
億円のうち三分の二を国が負担するというもので54),通産省が石炭利用総合
センターに補助金を交付した後,鉄鋼連盟がこれを受けて国内鉄鋼一貫メー
カー8社が参加して実行する間接補助事業となっている。この方式は,1994
年度から調査研究がスター トし96年度以降に本格的な技術開発が予定され
ている革新的コークス炉開発 (「石炭高度転換コークス製造技術」)にも適用
される55)。
これらは, 日本鉄鋼連盟の主管による業界共同の国家プロジェクトである
が,「半凝固加エプロセス」や「新製鋼プロセスフォーラム」等にみられるよ
うに,その他の方式による国家プロジェクトも進められてきた56)。これら研究
51)レオナー ド・H・リン[1986]前掲書,69～71ペー ジ,93～95,および永田晃也 [1995]
前掲論文,57ページ。
52)『鉄鋼界』1975年12月号,24ページ,および同誌 1978年1月号,48～49ページ。
53)『鉄鋼界報』1986年10月1日号。
54)長谷川孝 [1989]前掲書,163ページ。
55)『鉄鋼界報』1994年3月21日号。
56)「半凝固加エプロセス」(1988～94)は,30億円の研究資金を投 して進められた。その
研究母体となったのは,鉄鋼 13社と非鉄 。重工4社の計 17社が基盤技術促進センター
の出資を得て1988年に設立されたR&D会社「レオテック」である (『鉄鋼界』1993年
4月号,49ページ)。
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プロジェクトには,1985年に発足 した「基盤技術研究促進センター」(通産省
と郵政省の共管)や「働金属系材料研開発センター」(JRCM)などが関わっ
ている57)。
鉄鋼の革新技術をめぐって鉄鋼連盟が関係する1987～89年にかけての共
同研究 。調査プロジェクト (表7)をみると,通産省が大幅に関与し,さら
には建設省や国土庁まで入っており,国家との関わりの密接さを示 している。
II 同業他社との関わり
鉄鋼生産技術の研究開発に関する業界共同の継続的な取 り組みは, 日本鉄
鋼協会の共同研究会を共通の場 として展開されてきた。共同研究会の運営に
は,通産省や鉄鋼連盟も参加 している。各分野ごとに共同研究会では重点テー
マを選定し,大手各社がそろって研究に参画 している。また,年に2回,各
製鉄所の持ち回りで部門別の講演大会を開き,研究発表や情報交換,検討の
場としてきた。こうした催 しの積み重ねにより,日本鉄鋼協会は,「知的技術
情報の拠点」として,技術の底上げと相互啓発をはかる場として,機能 して
きたのである58)。鉄鋼協会には大手各社から技術者が常時出向してきており,
各社との調整や情報交流の糊の役割をはたすとともに,彼らの成長の場とも
一方,新製鋼プロセスの研究,すなわち「金属系素材回生利用基盤技術の研究」(1991～98
年)は,「総合基礎調査研究」が 1991年度に新エネルギ ・ー産業技術調査機構 (NEDO)
から働地球環境産業技術機構への依託事業としてスター トした。これと平行して1992年
度から「要素・総合プロセス研究」がNEDOと(助金属系材料研究開発センター (JRCM)
との間の共同研究・依託事業として開始された (同上,53～54ペー ジ)。
57)基盤技術促進センターは,先端技術分野の基礎・応用研究を促進するために,1985年
に通産省と郵政省の共管の形で特別認可法人 (会長 :稲山経団連会長)として発足した。
複数の民間企業の共同出資による研究開発型企業の設立に対する呼び水的効果を果たし
ている (『鉄鋼界』1985年10月1日号)。
他方,「m金属系材料研究開発センター」(設立代表者:新日本製鉄社長)は,1985年10
月に,鉄鋼28社,非鉄金属 13社,フェロアロイ3社,ユー ザー7社(電機械 。電機 5
社, 自動車2社)の参加で,通産大臣の設立許可を得て発足した。基盤技術に関する研
究開発を,メーカーとユーザーが協力して推進するというこれまでにあまり例をみない
ものであり,新素材開発等の業際的研究を「ナショナル・プロジェクト等の国からの支
援」を得て推進しようという狙いもある (『鉄鋼界報』1985年10月21日号)。
58)日本鉄鋼連盟 [1993.2]前掲資料。
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なっている59)。
この方式は海外の革新技術を導入し,その改良や応用を図るうえではきわ
めて有効に機能してきた。しかし他面からみると,こうした密接な情報交流
は技術の同質化を促 した。しかも,同質的な技術構造であることがまた,そ
の枠内においては情報交流を円滑にするという方向に作用した。
この技術の同質性は,高炉を中心とする大量生産技術が成熟し,鉄鋼技術
のブレイクスルーを自らの手で切 り開いていかざるをえなくなっている今
日,逆にそうした新たな方向へのネックとなる側面も認識されるに至ってい
る60)。
III 他産業との関わり
他産業の企業との技術的な関係については,大ロユーザーとの関係,重機
械メーカーとの関係,原料 。資材納入業者との関係, さらに商社との関係,
という4つの側面から捉えることができる。
まず第一に,大ロユーザーである造船。自動車・電機メーカーとの関係は,
鋼材の供給を通じての密接な情報交流や共同開発等に特徴がみられる。高度
成長に伴って,ユー ザー・ニーズは高度化し多様化していく。それに対して
は,ユー ザーとの共同開発や情報交流によって対応を図る。低コストで高品
質な鋼材の安定供給は,大ロユーザーの競争力強化 。発展に多大の貢献をな
した。
自動車メーカーと鉄鋼メーカーとの共同研究には3つの形態がある。基本
的には,「1社対1社の共同研究」がベースであるが,一部の共通的な重要テー
マについては,自動車メーカー側の呼び掛けによる,「特定の自動車会社と
個々の鉄鋼会社との共同研究」がある。さらに,「複数の自動車会社対複数の
鉄鋼会社」といったいわゆる業界同士の非常に大きな共同研究もある。1957
年 1月に自動車メーカー15社と鉄鋼メーカー7社が参加して発足した「薄鋼
板成形技術研究会」は,両業界間の代表的な業際的研究会である。ここで進
59)日本鉄鋼協会[1985]『創立70周年記念 日本鉄鋼協会史』日本鉄鋼協会,188ページ。
60)馬場靖憲/高井紳二 [1994]前掲論文,152ページ。
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められた絞り性鋼板およびダイスデザインの開発などのプレス成形技術の研
究により,超深絞 り用鋼板の開発に成功し,それがまた石油危機後における
次々と新しい高張力鋼板開発の起点となった61)。
大ロユーザーに対する販売契約や現物納入には,「非契約主義 。現物主義」
という日本企業の特徴が典型的にあらわれている。JIS規格よりはるかに厳
しい社内規格に基づ く高品質な鋼材を納入しても,ユー ザー側でトラブルを
起こすと,鉄鋼メーカー側の責任となる62)。日本の鉄鋼技術は,むしろ,こう
したトラブルに対するユーザーと一体となった問題解決へのJIi(り組み対応を
契機に飛躍的に向上する傾向もみられる。
ユーザーは,鉄鋼メーカーごとに「特殊な規格」を多様に設定し,それら
は未公表となっている。こうしたユーザーとメーカーのインフォーマルな関
係がまた,両者の間に「特殊な結合関係」を形成し,ユー ザーとの間に「イ
ンヴィジブルな関係を確立して」,新規参入を困難にするというカルテル的な
障壁ともなっている63)。
第二に,重機械メーカーとの関係については,鋼材の大ロユーザーである
とともに鉄鋼設備の納入者でもあるという互恵取引の関係にある。鉄鋼設備
の国産化と共同開発,製鉄所建設,エンジニアリング等において,両者の深
い関係がみられる。
鉄鋼設備の国産化は,1950年代後半よリスタートし,60年代に急速に進ん
だ04)。設備コストの低減,建設。導入期間の短縮による操業開始の早期化等に
大きな威力を発揮する65)とともに,外国製よりも性能がアップするに至る。
61)松原博義 [1987.11]「日本における鉄鋼と自動車の関係―材料管理と生産管理システ
ムー」『鉄鋼界』。
62)清日向一郎 [1990]「曖味な発注,無限の要求による品質・技術水準の向上一自動車産業
における日本的取引関係の構造原理分析序論―」『自動車産業の国際化と生産システム』
中央大学出版部,209～219ページ。
63)同上,210～211ページ。
64)日本鉄鋼連盟[1969]『鉄鋼十年史(昭和33～42年)』393ページ,および高橋亀吉[1975]
『戦後日本経済躍進の根本要因』日本経済新聞社,86～93ペー ジ。
65)馬場靖憲/高井紳二 [1994]前掲論文,150ページ。
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これは,両者の密接な情報交流,すなわち設備ノウハウと操業ノウハウの交
換等を通して可能となったものである。60年代に入って,日本製鋼材の品質
と価格競争力が世界の トップクラスになる中で,国産化はそのスピードを速
め,ほぼ全般にわたる国産化に至る。
第二に,原料 。資材納入業者との関係がある。石灰石や珪石等の副原料,
ロール・耐火物等の資材については,これまでその大半を国内の鉱山や製造
メーカーから納入されている。資材の納入にあたっては,納入業者との情報
交換や共同研究も行なってきた。LD転炉技術の導入時には,ネックとなる
耐火レンガの品質改善・技術開発を,納入業者との共同研究によって短期間
にクリアした経緯がある66)。底吹き転炉技術の導入時には,やはリネックとな
る耐火レンガの技術開発を,納入業者との共同研究によってクリアしてい
る67)。
最後に,商社との関係をみておく必要がある。戦前から商社は,海外の製
鉄技術の導入に重要な役割を果たしてきた。LD転炉技術の導入にあたって
も,商社が重要な役割を果たしている。日本の鉄鋼メーカーがLD転炉技術を
短期間に正しく評価したり,有利な技術導入契約を結んだ背景には,商社が
いたことが指摘されている68)。
IV 大学との関わり
1960～70年代に,大学の工学部門は2倍以上の技術者を供給する体制を整
備する。特に,金属工学系学科は2.4倍の拡充になる(図13)。日本の大学が
送り出した金属工学専攻の工学生は,米国の 1.5～2倍,ヨー ロッパの10倍
にも上る69)。このように,日本の大学は冶金。金属を学んだ優秀な学生や院生
66)レオナード・H・リン [1986]前掲書,82ページ。
67)工業化技術としては未熟な底吹き転炉技術を米国から導入した川崎製鉄は,操業開始
からわずか一年ほどの間に,経済効率と信頼性の高い製鋼法として飛躍,完成させた。
その「飛躍の最大のバネ」となったのが,「炉底の寿命を延ばす方法として,画期的な耐
火レンガの開発に成功したこと」であった。これは,黒崎窯業との共同研究によるもの
である (柳田邦男 [1984]前掲書,201～205ページ)。
68)レオナード・H・リン [1986]前掲書,42～43,101ページ。
69)岩井正和 [1992]前掲書,240ページ。
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図13 国立主要 7大学における工学系及び金属系学生の推移
1.000人                                           100人
9,700
823
8,600
8228,000
10
8
?
?
?
?
?
?
501
4.500
343
'60 '70 80 '90年
工学系学生数 1金属系学生数 (含大学院、材料系は含まず)
(基本問題統計 (労働省)から作成)
出所 :日本鉄鋼連盟 [1992]「わが国鉄鋼業の技術力」
を数多く供給する役割をはたした。
研究面においても, 日本鉄鋼協会の共同研究会等を足場にして早 くから産
学協同を進め,基礎研究において多くの貢献をなしてきた。 しかし,企業側
の研究機能が充実し,研究内容が拡大する中で,大学の役割は変化 してきて
おり,大学の研究成果に対する企業側の評価が低下する方向にある70)。
以上にみるような日本鉄鋼業の技術開発システムは,システム的な統合力
や共鳴効果を高め,欧米鉄鋼業に比べて圧倒的に多く投入されてきた技術開
発資源をきわめて効果的なものにしてきた。特に,大ロユーザーとの密接な
交流は,鋼材の品質を高め多様化するうえで大きな役割を発揮 した。こうし
?
?
?
?
?
?
70)日本鉄鋼連盟 [1992]「わが国鉄鋼業の技術力」。
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図14 高付加価値化と収益性の関係―例 (熱延製品=100)
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た共鳴効果は,商品スペックの高度化をもたらすとともに,経験工学の段階
にとどまっていた鉄鋼技術を論理工学へと高めるテコともなった。
4.技術開発基盤の変容と再編成
(1)日本の鉄鋼技術をめぐる構造的変容
日本の鉄鋼技術の発展に大きな役割を果たしてきた技術開発基盤も,内外
環境の変容によって,大きく変化しつつある。
第一に,1970年代後半以降に技術開発資源を傾注してきた高級鋼化戦略
は,図14にみるように高級鋼が採算的にも最も不利なものと化して経営を圧
迫するなど,バブル経済の崩壊後は岐路に直面していることである。
第二に,技術の「同質化」とユーザーとのカルテル的関係が極限的に進ん
だ結果,ユー ザー側に同調しやすく,鉄鋼メーカーが独自のコンセプ トを作
??
?
?
??
?
?
??
?
?
?
?
?
?
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り出すという相対的な自立性を弱めていることである71)。その結果,開発資源
を効率的に使うという原点を見失い,カルテル的関係の維持に追われ,そう
した行動がまたカルテル的関係をも失いかねない高コス ト体質に自らを追い
やっている。
日本鉄鋼業の技術開発基盤を支えてきたのは,海外に革新技術が存在 しそ
れが輸入できること,国内市場が成長し安定 しているという二つの条件が前
提 とされていた。 しかし,これらは何れも変容するに至っている。
一つは,円高の進行の下で,輸入鋼材の増加や電炉メーカーの台頭など異
質の競争者が出現 し,国内市場における高炉メーカーの独占体制が崩れ, 自
らのシェアを奪われる状況が進んでいる。さらに,需要産業の海外移転が進
む中で,国内市場の縮小という問題を抱えるに至っている。
二つは,鉄鋼技術面でもフォアランナーとなり,海外からトランスファー
すべき技術 も少なくなって72),高炉を中心とする大量生産技術体系を自らの
手で極限レベルまで成熟化させたことである。また,他方では電炉技術など
にみられるように鉄鋼技術のダウンサイジング化が進行 していることであ
る。こうした中で,既存の大量生産技術体系を超えるものを自らの手で創造
しなければならなくなっている。
一方,技術開発システムについても大きく変容 しつつある。
第一に,企業内の技術開発システムについては多くの問題が吹き出始めて
いる。熟練作業者や技術者の大幅な削減は,技術や技能の継承を困難にし,
トラブル時のリスクを高めている。過度な省力によって, 自主管理活動を進
める余裕がなくなっており,計画的なローテーションすら阻害される状況も
みられる。生産現場だけでなく研究者の削減 も大幅に進められようとしてお
り,企業レベルにおける研究開発機能の低下が避けがたい状況が出てきてい
る。
第二に,企業内の技術開発を支える社会的システムについても,種々 の綻
71)馬場靖憲/高井紳二 [1994]前掲論文,152ページ。
72)日本鉄鋼連盟 [1993.3.21]「新たな発展段階を迎えたわが国鉄鋼技術」。
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びがみられる。価格破壊の進行により,大ロユーザーとの長期取引関係にひ
び割れが生じ始めている。また,金属工学系学科や腐食,溶接などの講座も
なくなり73),学生・院生の育成や研究機能の何れの面でも大学の機能の低下が
進行しつつある。
(2)日本鉄鋼業の技術開発システムの再編成
鉄鋼各社とも研究開発の削減は3～4割を計画 しており,企業内における
研究は操業技術の改善にとどめるという指摘 もみられる。基礎的な研究や巨
額の資金が必要な技術開発は,業界内の共同研究に, とりわけ国の補助金に
基づ く国家プロジェクトに全面的に委ねていく方向が出てきている。そうな
ると, 日本鉄鋼業の置かれた立場 と課題を考えた場合,共同研究の内容は,
これまでの改良型・応用型からブレイクスルー型に如何に転換させるかが死
活的な意味を帯びてくる。
こうした状況の下で,日本鉄鋼協会が,図15にみるような問題認識 と役割
課題をふまえて打ち出したリス トラ (協会改組)の方向は注目される。まず,
鉄鋼各社の人的・資金的負担を軽減するために,共同研究会や部会の開催を
半減するとともに,各部会や委員会の集約化によって簡素な組織に再編成 し
ている。さらに,図16の概念図に示されているように,学会的な機能を質的・
組織的に拡充し,大学の参画や機能強化を促すとともに,これまでの共同研
究会組織をブレークスルー型に再編成 している74)。
こうした日本鉄鋼協会のリス トラにもかかわらず,共同研究への依存度が
より高まることは,オー プンな市場で技術開発競争を進めるという側面を困
難にするという新たな課題を背負うことになることは避けがたいといえよ
つ
73)日本鉄鋼協会 [1995.4]前掲誌,N178ページ。
74)日本鉄鋼協会 [1995.1]「シリーズ 日本鉄鋼協会はどう変わるか― (その 2)」『鉄と
鋼』Vol.81 No.1。
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図15 日本鉄鋼協会の問題認識とリス トラ80の狙い
*『リストラ80」 とは P
『リストラ」:大学と企業双方にとって魅力ある,新しい時代に則した協会 (活動)の再構築。
(協会活動,組織,運営, リソース配分,事務局の再構築と関係者一人一人の意識・業務改革)
F80」:日本鉄鋼協会創立80周年 (1995年)を再構築 (リストラ)。
『8』 :八は末広がり。8はグルマ。 8は∞。
『0』:0はゼロスタート。原点に,初心に帰って今回のリストラのための検討と実行を目指す。
問題認識 協会の果たすべき役割
・鉄鋼技術の成熟感
[大学]
・「鉄」の相対的地位の低下
・工学の理学化傾向
↓
・科研費等の研究費の減少
・鉄鋼関連工学部の学生,研究者の減少
・大学における鉄鋼研究後継者へ危機感
増大
[企業]
・現行の大型,高速,多量生産方式の限
界
・地球規模での新たな社会要請の高まり
・研究開発費用の削減
・鉄鋼業界の後継者に関する危機感増大
[協会]
・最先端技術情報発信機能の低下
・大学関係者の協会離れ
。協会活動の運営・組織上の課題
・肥大した組織と予算(事務局含む)
協会のビジョン
「鉄鋼の学術,技術における世界に開か
れた “Center of Excellence''を目す旨す」
[基本機能]
。21世紀における先端技術の創造を図る。
。人材の育成を図る。
出所 :『鉄と鋼』[1994.12]Vol.80 No.12
・学術の深化と体系化
・学術課題のシーズ提案能力の向上
・技術課題抽出とテーマ・情報の発信
・共同での議論と研究の場の提供
。人材の育成
かつ
。リソース (人,金)に対する最大限の成
果発揮
・時代に則した協会体制と運営
・事務局の活性化と効率化
リス トラ80の視点
・学術 (学会)機能の集約再編 。強化
・産・学・官の「共同」「協力」作業の拡大
・体系的な助成活動と育成活動の展開
・協会活動における戦略・企画機能の強化
・ リソースの削減努力と最適配分
・以上を目指した
。抜本的組織と運営の改革
・事務局の体質強化と戦力向上
・産学官の意識と業務改革
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5。 お わ りに
日本鉄鋼業のシステム的な変革を図るうえで,技術開発システムの変革は
革新的な意義を担う。キャッチアップ型からフロンティア型への転換は, ま
さに新技術体系や新製品コンセプ トの創出機能を作り出すことにある。
そのためには,パラダイムの転換が求められる。「物中心から人中心の指向
への切替え」,「現象対応型技術から現象出発原理回帰型への切替え」を図る
必要がある75)。 こうした切替えにあたって, 日本鉄鋼協会のリストラ(改組)
はパラダイム転換と組織の簡素化,および技術創出型の機能強化を同時に追
求している点で注目される。
しかし,鉄鋼各社が共同研究を最後の砦と位置付けているにもかかわらず,
そのオープン化や市場原理との共存のあり方が見えてこない。また,大ロユー
ザーとの関係においても,インヴィジブルな特殊規格を媒介にした関係の
オープン化への動きにまでは至っていない。こうしたシステム的な変革はパ
ラダイム転換を促すであろう。
その点で,総合商社が輸入鋼材の取り扱いに踏み切ったことは,鉄鋼メー
カーとの関係のオープン化の糸口になる可能性をはらんでいる。他方,鉄鋼
メーカーの側としては内口銭の廃止などが,システム変革において求められ
ている。
75)日本鉄鋼協会 [1995.4]前掲誌,7ページ。
